














 1　 2000 年以前のフランスの夫婦間暴力に関しては、中嶋公子「フランスにおける夫婦
間暴力への取り組み」が詳しく述べている（『女性空間』15 号―特集「女性と暴力」
―日仏女性資料センター会報 1998年 pp. 19-35）。
 2  松島 京「ドメスティック・バイオレンス（Domestic Violence）という用語が持つ意
味―先行研究からの考察―」『立命館産業社会論集』2000 年所収  p. 142.














も使われていた。最近では、“Violence au sein du couple”（カップル間暴力）と









グループ」 （le groupe de spécialistes pour la lutte contre la violence à l’égard des 
femmes du Conseil de l’Europe）が作成した「国連による定義」のフランス語原
文とその翻訳によって示す。同様にジェンダー中立的なカップル間暴力の定義
についてもフランス語原文とその翻訳を示す。
“tout acte, omission ou conduite servant à infliger des souffrances physiques, 
sexuelles ou mentales, directement ou indirectement, au moyen de tromperies, de 
séductions, de menaces, de contrainte ou de tout autre moyen, à toute femme et ayant 
pour but et pour effet de l’intimider, de la punir ou de l’humilier ou de la maintenir 
dans des rôles stéréotypés liés à son sexe, ou de lui refuser sa dignité humaine, son 
関する用語の定義については、上野芳久「フランスにおけるドメスティック・ヴァ
イオレンスの状況と刑事規制（Ⅰ）」『比較法制研究』（国士舘大学）第 26 号 2003
年 pp. 73-92 に詳しい記述がある。
 4　 エリザベート・バダンテール『迷走フェミニズム』夏目幸子訳（新曜社 2006）。バダ
ンテールの主張とそれに反論するジゼル・アリミの主張については、日仏資料セン
ター機関誌「女性情報ファイル」78 ～ 80 号に詳しい紹介記事がある。
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autonomie sexuelle, son intégrité physique, mentale et morale, ou d’ébranler sa sécurité 










“Les violences au sein du couple s’inscrivent dans un fonctionnement d’emprise sur 
l’autre. Elles sont fondées sur un rapport de force ou de domination, qui s’exerce par des 
brutalités physiques ou mentales entre au moins deux personnes. Elles correspondent 
au désir d’imposer sa volonté à l’autre, de le dominer, au besoin en l’humiliant, en le 







 5　 Service des droits des femmes et de l’égalité, Institut démographique de l’université de Paris, 
Les violences conjugales envers les femmes en France Une enquête nationale, La documenta-
tion Française, 2002, p. 18.
 6　 Service de l’accès au droit et à la justice et de la politique de la ville, “Les associations et la 





（Secrétariat d’Etat aux Droits des Femmes）が行った「女性の権利調査―1988
年」（Enquête Droits des Femmes―1988）がある。また、女性連帯全国連盟
（Fédération Nationale Solidarité Femmes：FNSF）により、DV被害女性への調査




れた「フランスにおける女性に対する暴力全国調査」（Enquête national sur les 
violences envers les femmes en France：ENVEFF）7 である。この調査結果から推
定する 8 と、フランスで、何らかの夫婦間暴力を受けている女性は約 161 万人
（10％）、身体的暴力を受けている女性は 403000 人（2. 5％）、強姦を含む性的
攻撃を受けている女性は 145080 人（0. 9％）となる 9。
この調査結果とその他の医療分野の調査結果をもとに、国立医学アカデミー
のロジェール・アンリオン教授は DVにおける医療従事者の果たすべき役割に
ついての調査を行った。（アンリオン報告 10：2001 年 2 月発表）
2003 年に起きたマリー・トランティニアン事件 11 はフランス国内で大き
 7　 女性の権利平等局（SDFE注 19 参照）とパリ大学人口統計研究所（l’Institut dé-
mographique de l’université de Paris）によって行われたフランスでの初の女性に対する
暴力の全国調査である。この調査の内容については、神尾真知子「フランスにおけ
るドメスティック・バイオレンスの現状と法的対応」（『現代法律学の課題』日本法
政学会創立五十周年記念論文集編集委員会編 2006 年所収）に詳しい（pp. 396-402, 
414-420）。中嶋公子「女性に対する暴力の問題―フランスの論争から―」（『女性空
間 23 号』2006 年所収）にも関連の記事がある（pp. 32-43）。
 8　 フランスの女性人口は約 3100 万人である。ENVEFFの対象が 20 歳以上 59 歳までの
女性でありその割合は約 52％、1612 万人と推定される。
    INSEE（l’Institut national de la Statistique et des Etudes Economiques：国立統計経済研究
所）recensements de la population, bilan démographique（人口統計調査）より。
 9　注 5 での引用書 p. 61.
10　 Roger Henrion, “Les femmes victimes de violences conjugales, le rôle des professionels de 
santé”, 2001.
11　 フランスの名優ジャン ･ ルイ・トランティニアンと映画監督のナディーヌの娘で女




関する調査には 2003、04 年の国家警察局と国家憲兵局のデータによる調査 12





年の夫婦間暴力による死者は 1か月に 6人（年間 72 人）であったが、保健関
係者からの少なすぎとの批判を受け、国立軽罪監督局がデータを訂正した 14。
訂正後のデータによれば、2004 年の夫婦間殺人死亡女性は 162 人、2003 年は
180 人で、 2 日に一人の女性がなくなっていることになる。このデータの違い
はデータベースやデータ分析の違いによるものだということである 15。
2006 年に死に至らない DVで警察及び憲兵隊が調書を取った数は 38000 件 16
を超えており、判決を受けた暴力加害夫は 9023 人 17、そのうち 7846 人が禁
固刑（1599 人が実刑、6247 人が執行猶予付き）を受けた。1177 人が「刑事斡
旋」18 への呼び出しを受け、DVに関わる殺人未遂は 103 件あった。
月に脳浮腫のため死亡した。加害者は殺人罪で起訴され、翌年 3月禁固 8年の刑を
宣告された。
12　 Cabinet de Catherine Vautrin, “En France, tous les quatre jours, une femme meurt victime de 
violences conjugales… Violences conjugales, chiffres et mesures”, 2005.
13　 Ministère de l’Intérieur -Délégation aux victimes, “Etude nationale des décès au sein du 
couple ― Année 2006 ―”.
14　Le Monde diplomatique 2006 年 10 月 5 日の記事より。
15　注 13 での引用書 p. 3.
16　 La Région Bretagne contre les violences faites aux femmes ― juillet 2007, p. 18.（国立軽罪
監督局 2006 年のデータより）
17　同書 p. 18.（法務省 2006 年報告より）
18　 médiation pénale：1993 年 1 月 4 日法（2004 年 3 月改正）による。刑事斡旋の対象と
なるのは軽い軽罪（petit délit：délitについては注 29 参照）のみ。被害者と加害者の
立場の接近を図り、賠償を求める目的で行われる。刑事斡旋にするかどうかは検事
が判断し、検事によって選ばれる斡旋者は offi cier de police judiciaire（司法警察官）






機関は「女性の権利平等局」（SDFE 19）であり、2007 年 5 月の大統領選挙以
降、「労働社会関係連帯省」（Ministère du Travail, des Relations sociales et de la 
Solidarité）の所轄となっている。労働社会関係連帯大臣、グザヴィエ ･ベルト
ランの下に新たに設置された「連帯担当閣外大臣」（Secrétaire d’Etat chargée de 
la Solidarité）ヴァレリー ･ レタールによって、2008 年から 2011 年までの新た
な「女性への暴力と闘うための 3か年計画」が発表されている。
それ以前にフランスで実施されていた女性への暴力と闘うための行動計画
は、2004 年 11 月、女性の権利平等局を管轄する「パリテ職業的平等大臣」
（Ministre de la Parité et de l’Egalité professionnelle）ニコール・アムリーヌによっ
て発表された「女性への暴力と闘う総合計画　2005 年～ 2007 年」20 である。
19　 Service des Droits des Femmes et de l’Egalité：1985 年女性の権利大臣の下に初の「女性
の権利」に関する中央機関が設置され、1990 年 11 月 21 日のアレテにより「女性の
権利閣外大臣局」が設置された。1993 年 4 月 8 日のデクレにより「女性の権利局」
が社会問題健康都市大臣の下に設置され、1997 年より雇用連帯省の所轄となった。
2000 年 7 月 21 日アレテにより「女性の権利平等局」設置。2002 年より社会問題労
働連帯省、2004 年よりパリテ職業的平等省、2005 年より雇用社会的団結住宅省の所
轄となった。現在は労働社会的関係連帯省の所轄。その組織は 4つのオフィス・3
つのミッションからなる中央本部に 50 人、104 か所（海外県も含む）の地方部局に
180 人、総勢 230 人のスタッフを擁する。地域圏知事の下に置かれた 26 人の地域圏
代表と県知事の下に置かれた 75 人の県代表が所轄地域全体で男女平等政策を実施す
る。（http//www.femmes-egalite.gouv.fr/le_ministere/le_dispositif_daction/sdfe/index.html）
20　 この計画については日本の内閣府男女共同参画局が平成 19 年（2007 年）6月に発行

















ａ）女性への暴力と闘う総合計画　2005 年～ 2007 年
            ―女性の自立のための対策 10 か条―
  （Plan global de lutte contre les violences faites aux femmes 2005-2007
            ― 10 mesures pour l’autonomie des femmes―）
第 1条   受け入れ、宿泊施設 21 を提供し、住宅を斡旋する。
各県一か所ずつの日中の相談施設の指定、緊急一時保護所や CHRS
（centre d’hébergement et de réinsertion sociale：社会復帰支援施設） の増
設、生活困窮者用住宅（logement des personnes défavorisées）への優先的
受け入れ、ホームステイの活用




     http://www.fonction-publique.gouv.fr/IMG/pdf/Trophees_Qualite2003.pdf




   3 ） IUFMを「教員連合」と訳しているが（p. 130）、これは Institut Universitaires de 
Formation des Maîtresの略であり、教育大学の意。
21　宿泊施設には大きく分けて 3つの形態がある。
   1 ）緊急時に対応するもの（hébergement d’urgence）
     CHU（centre d’hébergement d’urgence）には施設の中にソーシャルワーカーや医療従
事者が配置されている。
   2 ）比較的短期間の宿泊に対応するもの（hébergement d’insertion）
     短期の社会復帰支援施設で CHRS（対象は社会復帰のためのプランを持っている
人）、hôtels sociaux（社会復帰が目的、利用期間は 3～ 6か月）centre maternel（子
どもを同伴している女性、日本でいうところの母子生活支援施設に似たもの）な
どがある。
   3 ）入居期限のない安定的なもの（logement d’insertion）
     期限なく長期に利用できる住宅で résidences sociales（単身でも家族でも受け入れ




生活資金援助として、一人親手当（API：Allocation de Parent Isolé）、生
活保護費（RMI：Revenu Minimum d’Insertion）、若年者支援基金（FAJ：
Fonds d’aide aux jeunes）などを活用すること
第 3条 　 職業上の支援を行う。
被害女性への失業保険の給付と職業あっせん、職業訓練への措置の優先
的取扱いについて
第 4条 　 被害女性の保護を確保する。
「暴力は犯罪であり、法は家庭内にも適用される」との社会的認知を促
し、加害者への法的制裁を強化すること




第 6条 　 民間団体への財政支援と関係者間のネットワークを強化する。
民間団体への資金援助増額と各県が民間団体の支援についての質的基
準の設定について
第 7条 　 一般大衆への広報と専門職の意識啓発に向けて一層努力する。
女性への暴力と闘う全国キャンペーンのスローガン（“Stop violence. 








22　 Un réseau《violence et santé》：医師、救急関係者、司法関係者、行政担当者などを集
めた暴力被害者受け入れネットワーク。2005 年に全国で 3ヶ所（クレティユ、ナン
ト、クレルモンフェラン）、2006 年 1 月以降 8ヶ所に増やす。
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第 9 条 　 学校における暴力を予防する。
性差別に基づく暴力の防止と平等意識啓発のための教育の促進
第 10 条 　 欧州及び世界で活動する。
欧州会議の方針に則って DV対策を行うこと
ｂ）第 2次 3か年包括計画（2008-2010）
       《女性への暴力と闘うための 12 の目標》
 ：Deuxième plan global triennial（2008-2010）
       《Douze objectifs pour combattre les violences faites aux femmes》

















23　 Sommaire des 12 objectifs：日仏女性資料センターの機関誌「女性情報ファイル」93
















めに、文化通信省（Ministère de la culture et de la communication）が広告審査オ











24　 Bureau de la Vérifi cation de la Publicité：広告を自主規制することを目的として　その
分野の専門職が作った民間団体（1901 年法によるアソシアシオン）。略称は BVP。
25　 Conseil supérieur de l’Audiovisuel：テレビ、ラジオ、映画など、視聴覚メディアの調
整・管理を行う公的機関。略称は CSA。
26　 injonction de soins：1970 年から導入された制度。拘禁刑代替措置の一つである法社
会学的追跡調査（suivi socio-judiciaire）において課される義務。治療命令の対象者は







1 ）1992 年 7 月 22 日法 27




なった。（刑法 132 ‒ 80 条）
1992 年 7 月 22 日法の改正により 1994 年 3 月 1 日の新刑法典施行後、すべ
ての夫婦間暴力（夫あるいは内縁の夫による暴力）で軽罪 29 を構成するものは
軽罪裁判所送致となり、被害者が受けた暴力で 8日間以下の労働不能状態 30
でも 3 年の禁固と 45000 ユーロ（ 1ユーロ約 167 円として約 750 万円）の科
料（刑法 222 ‒ 13 条 1 項 6 号）、8 日以上なら 5年の禁固と 75000 ユーロ（約




の現状と法的対応 ｣（注 7 参照）pp. 402-407 及び上野芳久「女性に対する暴力とフ













2 ）2006 年 4 月 4 日法 31








1992 年 7 月 22 日法において、 前述の労働不能をもたらす暴力に加えて、 拷
問、残虐行為、過失致死、切断及び永久的身体障害をもたらす暴力も含まれる
ようになっていたが、今回の改正でその範囲は殺人、強姦、強姦以外の性的侵




2004 年 5 月 26 日法（2004 ‒ 439 号）による離婚に関する法律の改正で、被
害女性は人事訴訟裁判官に DV加害夫を自宅からの締め出すための急速審理を




31　 Loi no 2006-399 du 4 avril 2006 renforçant la prévention et la répression des violences au sein 

















































2003 年 10 月に行われた全国被害者支援会議（Conseil National de l’aide aux 
Victimes：CNAV）で夫婦間暴力の分野で活動するアソシアシオンについて
の調査を行うためのワーキンググループが立ち上げられ、その調査報告書が








37　 アソシアシオン契約に関する 1901 年 7 月 1 日法（Loi du 1er juillet 1901 relative au 
contrat d’association）に規定するアソシアシオンには 3種類（届け出していないもの、
届け出しているもの、特に公益性が認められたもの）あり、届け出をしていないも
のを含めると 730 万から 800 万位存在すると言われている。特に公益性が認められ
公益法人となったものは 2000 余あるがそのうち 1割は活動休止状態であると言わ
れている （コリン・コバヤシ編著 『市民のアソシエーション―フランス NPO法 100
年』）pp. 55, 60.
38　 Service de l’accès au droit et à la justice et de la politique de la ville, “Les associations et la 
lutte contre les violences au sein du couple”, 2005.（「民間団体とカップル間暴力に対す
る闘い」権利司法へのアクセスと都市政策局）2005 年発表。
39　 1975 年 SOS Femmes et Alternative結成。1978 年初の「殴られ妻」のための受け入れ
施設「フローラ・トリスタン」開設。初期の夫婦間暴力被害者支援については、中
嶋公子「フランスにおける夫婦間暴力への取り組み」『女性空間』15 号  pp. 22-23（注
1 参照）及び神尾真知子 ｢フランスにおけるドメスティック・バイオレンスの現状













省（Ministère de la Justice）、厚生青少年スポーツ省（Ministère de la Santé, 
de la Jeunesse et des Sports）、住宅都市問題省（Ministère du Logement et de la 
Ville）、文化通信省（Ministère de la Culture et de la Communication）、国民教育
省（Ministère de l’Education nationale）、国防省（Ministère de la Défence）、内






「女性への暴力と闘う全国委員会」 は 2001 年 12 月 21 日のデクレ （行政命
令）によって女性の権利担当大臣の下に設置され、女性への暴力と闘う県行動
委員会が各県で作ってきた関係者間の協力関係を全国レベルで実現した。各
関係省庁の代表 11 名、民間団体の代表 5名と有資格者の代表 7名（うち 4名
は選挙）から成り、行政機関による女性への暴力と闘うための施策について
中心的役割を果たす。 2008 年 5 月現在、 議長は連帯担当閣外大臣ヴァレリー・
40　Les Comissions départementales d’action contre les violences faites aux femmes
41　La Fédération Nationale Solidarité Femmes 詳しくは後述 pp. 17-18.








「女性への暴力と闘う県行動委員会」は 1999 年 3 月 8 日付省庁間通達によっ



















2008 年 5 月現在、フランス国内（海外県、海外領土は含まない）には法務省
43　Le Centre national d’information sur les droits des femmes et des familles




と協定を結んでいる被害者支援の民間団体が 175 あって、そのうち 145 団体が
INAVEMのメンバーである。
1）CNIDFFと CIDFのネットワーク









被害者支援オフィス（bureau d’aide aux victimes）を併設している CIDFは 21










1992 年 6 月から政府の委託を受けて、常設の全国電話相談窓口を開設し、
学際的で多言語対応可能なスタッフが相談を担当している。常設電話相談は








144 団体が結束し、1500 人の有給、無給のスタッフを抱え、650 か所の受付窓
口を持つ。2003 年には 23 万人の被害者援助、2万件の刑事斡旋（注 18 参照）
を行い、62 のネットワーク団体の代表が仲介者となって 600 件の特別管理任

















48　 Administrateur ad hoc：後見判事によって選任される特別管理人、日本でいう特別代
理人にあたる。被害者が未成年者の場合に選任され、その被害者に代わって法律行
為を行う。




4 ）Citoyens et Justice
Citoyens et Justiceは社会司法上の民間団体の連合体である。110団体が加盟し




的支援としては刑事斡旋 （注18参照）、民事斡旋 50（médiation civile）、 条件付き



















52　 社会教育的裁判所監督：注 35 参照。裁判所監督の中の生活指導、就職指導を受ける
こと。
53　 迅速社会的調査：警察に留置中に加害者の社会的状況を調査するために行われる。

























54　 Petra Cador, Le traitement juridique des violences conjugales: la sanction déjouée , 
L’Harmattan, 2006, pp. 293-294.
55　 Bernard de Korsak, Anne-Marie Léger, “Rapport sur l’hébergement et le relogement des 
femmes victimes de violence”, La documentation Française, 2006.
